
資料１－５ 
 

１ 

資料１－５ 

年金積立金管理運用法人の業務方法書の変更（案）の新旧対照表 

                                 

現行 変更案 備考・変更趣旨 

第１章 総則   

（目的） 

第１条 この業務方法書は、独立行政法人通則法

（平成11年法律第103号。以下「通則法」とい

う。）第28条第１項及び年金積立金管理運用独

立行政法人の業務運営並びに財務及び会計に

関する省令（平成18年厚生労働省令第60号）第

１条の規定に基づき、年金積立金管理運用独立

行政法人（以下「管理運用法人」という。）の

業務の方法について、基本的事項を定め、もっ

てその業務の適正な運営に資することを目的

とする。 

 

  

（業務の執行） 

第２条 管理運用法人の業務は、通則法、年金積

立金管理運用独立行政法人法（平成16年法律第

105号。以下「個別法」という。）及び関係法

令によるほか、この業務方法書に定めるところ

により行う｡ 
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現行 変更案 備考・変更趣旨 

（業務運営の基本方針） 

第３条 管理運用法人は、厚生労働大臣の認可を

受けた中期計画（当該計画を変更した場合にあ

っては、変更の認可を受けた中期計画とする。

以下同じ。）によるほか、通則法、個別法及び

関係法令に定めるところにより、安全かつ効率

的に年金積立金（個別法第３条に規定する年金

積立金及び同法第24条第２項に規定する業務

上の余裕金並びに同法附則第９条第１項に規

定する承継資金運用勘定に係る資産をいう。以

下同じ。）の管理及び運用を行うとともに、そ

の収益を国庫に納付することにより、厚生年金

保険事業及び国民年金事業の運営の安定に資

するものとする。 

 

  

 

 

 

 

 

第４条 管理運用法人は、個別法第18条第１号に

定める業務（同法附則第８条に規定する業務を

含む。以下「管理運用業務」という。）の運営

に関し、厚生年金保険及び国民年金の関係行政

庁との連絡を密にし、これらの制度の運営に関

する政府の施策に即応するよう留意するもの

とする。 

 

  

第２章 資金等の管理及び運用 
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現行 変更案 備考・変更趣旨 

（管理及び運用の基本的考え方） 

第５条 管理運用法人は、次に掲げる事項を踏ま

え、年金積立金の管理及び運用を行うものとす

る。 

 

  

(１) 年金積立金が厚生年金保険及び国民年

金の被保険者から徴収された保険料の一部

であり、かつ、将来の給付の貴重な財源とな

るものであることに特に留意し、長期的な観

点から安全かつ効率的に運用を行うこと。 

 

  

(２) 長期的に維持すべき資産構成割合（以下

「基本ポートフォリオ」という。）（平成

19 年度までは、中期計画に基づき定める移

行ポートフォリオ。以下同じ。）を定め、こ

れに基づき年金積立金の管理及び運用を行

うとともに、分散投資を行うこと等によりリ

スク管理を適切に行うこと。 

 

(２) 長期的な観点からの資産構成割合（以下

「基本ポートフォリオ」という。）を定め、

これに基づき年金積立金の管理及び運用を

行うとともに、分散投資を行うこと等により

リスク管理を適切に行うこと。 

 

第２期中期計画の記述に即した変更等  

平成 21 年度末で基本ポートフォリオが達成した

ため、移行ポートフォリオの記述を削除。 

(３) 年金積立金の運用が市場その他の民間

活動に与える影響に留意すること。 

 

  

(４) 年金積立金の管理及び運用に当たって

は、責任体制の明確化を図るとともに、受託

者責任（慎重な専門家の注意義務及び忠実義
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現行 変更案 備考・変更趣旨 

務の遵守）を徹底すること。 

 
 （５） 年金財政の見通し及び収支状況を踏ま

え、年金給付等に必要な流動性（現金等）

を確保すること。その際、市場の価格形成

等に配慮しつつ、円滑に資産の売却等を行

い、不足なく確実に資金を確保すること。 

    

 平成 22 年度から、本格的に資産の売却等による

年金給付等に必要な流動性の確保が始まるため。 

(５) 年金積立金の管理及び運用に関して、市

場その他の民間活動に与える影響に留意し

つつ、十分な情報公開を行うこと。 

 

(６) 年金積立金の管理及び運用に関して、市

場その他の民間活動に与える影響に留意

しつつ、十分な情報公開を行うこと。 

 

  

２ 管理運用法人は、前項に掲げる事項に留意し

つつ、次の各号に従い年金積立金の管理運用業

務を実施する。 

 

  

(１) 管理運用法人は、管理運用業務の実施に

当たり、年金積立金のうち、国民年金法等の

一部を改正する法律（平成 12 年法律第 18

号）附則第 37 条第１項の規定に基づき引き

受ける公債（以下「財投債」という。）のう

ち満期保有するものと、それ以外の資金（以

下「市場運用資金」という。）を分別して管

理するものとする。 

 

(１) 管理運用法人は、管理運用業務の実施に

当たり、国民年金法等の一部を改正する法律

（平成 12 年法律第 18 号）附則第 37 条第１

項の規定に基づき引き受けた公債（以下「財

投債」という。）であって満期保有とするも

のと、年金積立金におけるそれ以外の資金

（以下「市場運用資金」という。）を分別し

て管理するものとする。 

 

第２期中期計画の記述に即した変更等 
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現行 変更案 備考・変更趣旨 

(２) 管理運用法人は、基本ポートフォリオに

従い、年金積立金の管理及び運用を行うもの

とする。 

 

  

(３) 管理運用法人は、市場運用資金の管理及

び運用を、次に掲げる方法により行うものと

する。 

 

  

ア 信託会社（信託業務を営む銀行を含む。

以下同じ。）への単独運用指定信託 

 

  

イ 信託会社への特定運用信託。ただし、投

資顧問業者との投資一任契約により運用

するものに限る。 

 

イ 信託会社への特定運用信託。ただし、金

融商品取引業者との投資一任契約により

運用するものに限る。 

 

今回の変更を契機として、表現の変更を行うもの 

ウ 生命保険の保険料の払込み 

 
  

エ 自家運用（信託会社への特定運用信託に

より管理するものを含む。） 

 

  

(４) 管理運用法人は、満期保有する財投債を

前号エに掲げる方法により管理するものと

する。 

 

  

(５) 管理運用法人は、運用受託機関（市場運 (５) 管理運用法人は、運用受託機関（市場運 今回の変更を契機として表現の変更を行うもの 
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現行 変更案 備考・変更趣旨 

用資金の管理及び運用を行う信託会社、投資

顧問業者又は生命保険会社のうち、次号に規

定する資産管理機関以外のものをいう。以下

同じ。）に対し定期的に資金の管理及び運用

状況（投資顧問業者にあっては運用状況）に

関する報告を求め、又は随時必要な資料の提

出を求めるとともに、定期及び随時に各運用

受託機関とミーティングを行い、これらの報

告等を基に各運用受託機関に対し必要な指

示を行うものとする。 

 

用資金の管理及び運用を行う信託会社、金融

商品取引業者又は生命保険会社のうち、次号

に規定する資産管理機関以外のものをいう。

以下同じ。）に対し定期的に資金の管理及び

運用状況（金融商品取引業者にあっては運用

状況）に関する報告を求め、又は随時必要な

資料の提出を求めるとともに、定期及び随時

に各運用受託機関とミーティングを行い、こ

れらの報告等を基に各運用受託機関に対し

必要な指示を行うものとする。 

 
(６) 管理運用法人は、資産管理機関（管理運

用法人又は運用受託機関から運用の指示を

受け、専ら資産管理及び管理する国内債券の

貸付運用を行う信託会社をいう。以下同じ。）

に対し定期的に資金の管理状況（管理する国

内債券の貸付運用を行う場合は、貸付運用の

状況を含む。）に関する報告を求め、又は随

時必要な資料の提出を求めるとともに、定期

及び随時に各資産管理機関とミーティング

を行い、これらの報告等を基に各資産管理機

関に対し必要な指示を行うものとする。 

 

  

(７) 管理運用法人は、運用受託機関の選定に

ついては、特別の事情がある場合を除き、運
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現行 変更案 備考・変更趣旨 

用受託機関が満たすべき要件を定めて公募

を実施するものとし、予め定める運用の手

法、実績、体制等に関する評価事項及び応募

者から提案された運用報酬の水準に基づく

総合評価の結果により行うものとする。 

 
(８) 管理運用法人は、第12条第１項各号に定

めるもののほか、前号の要件に該当しなくな

った場合その他予め定める基準に該当する

場合には、当該運用受託機関との契約を解除

するものとする。 

 

  

(９) 管理運用法人は、資産管理機関の選定に

ついては、特別の事情がある場合を除き、資

産管理機関が満たすべき要件を定めて公募

を実施するものとし、予め定める資産管理の

手法、実績、体制等に関する評価事項及び応

募者から提案された管理報酬の水準に基づ

く総合評価の結果により行うものとする。 

 

  

(10) 管理運用法人は、第12条第１項各号に定

めるもののほか、前号の要件に該当しなくな

った場合その他予め定める基準に該当する

場合には、当該資産管理機関との契約を解除

するものとする。 
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現行 変更案 備考・変更趣旨 

 

(11) 管理運用法人は、年金積立金の運用の効

率化に資するため、国内債券及び短期資産の

一部について自ら管理及び運用を行うもの

とする。 

 

  

(12) 管理運用法人は、前号の運用に係る取引

先の選定について、適切な基準を定め、これ

に基づき選定を行うものとする。 

 

  

 (13) 管理運用法人は、予見し難い事由による

一時的な資金不足等に対応するため、必要に

応じて短期借入を行うものとする。 

 

平成 22 年度から、本格的に資産の売却等による

年金給付等に必要な流動性の確保が始まるため、短

期借入についても明記。 

 (14) 管理運用法人は、前号の短期借入に係る

取引先の選定について、特別な事情がある場

合を除き、適切な基準を定め、これに基づき

選定を行うものとする。 

短期資産の借入については、自家運用の取引先の

選定と同じ取扱いとするため、規定を追加。 

(13) 管理運用業務を実施するに当たっては、

十分な調査及び分析に基づくものとし、事業

年度ごとに業務の評価を行うものとする。 

 

(15) 管理運用業務を実施するに当たっては、

十分な調査及び分析に基づくものとし、事業

年度ごとに業務の評価を行うものとする。 

 

 

３ 管理運用法人の業務の方法については、前二   
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現行 変更案 備考・変更趣旨 

項に掲げるもののほか、中期計画に基づき定め

る管理運用方針に規定するものとする。 

 
第３章 業務委託の基準 

 
  

（業務の委託） 

第６条 管理運用法人は、業務を効率的に実施す

るため、的確に行う能力を有する者に業務の一

部を委託することができる。 

 

  

２ 管理運用法人は、業務の委託をしようとする

ときは、書面で受託者と委託契約を締結するも

のとする。 

 

  

３ 管理運用法人は、受託者に対して、別に定め

るところにより、委託手数料を支払うものとす

る。 

 

  

第４章 競争入札等他契約に関する基本的事項 

 

  

（契約方式） 

第７条 管理運用法人は、売買、貸借、請負、そ

の他の契約を締結する場合において、第９条及

び第10条に規定する場合を除き、公告して申込

みをさせることにより、一般競争入札により契
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現行 変更案 備考・変更趣旨 

約を締結するものとする。 

（入札について公告する事項） 

第８条 管理運用法人は、一般競争入札により契

約を締結しようとするときは、次に掲げる事項

を公告して申込みをさせることにより行うも

のとする。 

 

  

(１) 一般競争入札に付する事項 

 
  

(２) 一般競争入札に参加する者に必要な資

格に関する事項 

 

  

(３) 契約条項を示す場所 

 
  

(４) 一般競争入札執行の場所及び日時 

 

  

(５) 入札保証金に関する事項 

 

  

（指名競争契約） 

第９条 管理運用法人は、第７条の規定にかかわ

らず、次の各号のいずれかに該当する場合に

は、指名競争入札により契約を締結することが

できるものとする。 
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現行 変更案 備考・変更趣旨 

 

(１) 契約の性質又は目的により一般競争に

加わるべき者が少数で、一般競争入札による

ことが適当でないと認められるとき 

  

(２) 一般競争入札により契約を締結するこ

とが不利と認められるとき 

  

(３) 契約の予定価格が別に定める額より少

額であるとき 

 

  

（随意契約） 

第10条 管理運用法人は、第７条及び前条の規定

にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する

場合には、随意契約によることができるものと

する。 

 

  

(１) 契約の性質又は目的により一般競争入

札及び指名競争入札（以下「競争入札」とい

う。）によることが適当でないと認められる

とき 

 

  

(２) 第５条第２項第７号、第９号及び第12

号の規定に基づく選定を行ったとき 

 

(２) 第５条第２項第７号、第９号、第12号及

び第14号の規定に基づく選定を行ったとき 

 

 第５条第２項第 14 号に短期借入の取引先の選定

についての規定を追加したため。 
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現行 変更案 備考・変更趣旨 

(３) 緊急の必要により競争入札により契約

を締結することができないと認められると

き 

 

  

 (４) 競争入札により契約を締結することが

不利と認められるとき 

 

  

(５) 契約の予定価格が別に定める額より少

額であるとき 

 

  

(６) 競争入札を行った場合において、入札者

がないとき 

 

  

(７) 競争入札を行った場合において、再度入

札を行っても落札者がないとき 

 

  

 (８) その他特別の必要があると認められる

とき 

  

削除 国の規程（会計法、予算決算及び会計令）におい

て、同様の規定がないため。 

（法人会計規程では、平成 19年 12月改正により削

除） 

（契約の相手方） 

第11条 管理運用法人は、競争入札により契約を

締結する場合においては、契約の目的に応じ、

予定価格の制限の範囲内で最高又は最低の価

格をもって申込みをした者を契約の相手方と
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現行 変更案 備考・変更趣旨 

するものとする。 

 

２ 同価の入札をした者が２人以上あるときは、

抽選により落札者を定めるものとする。 

 

  

（契約の解除） 

第12条 管理運用法人は、次の各号のいずれかに

該当する場合には、契約を解除するものとす

る。ただし、契約の存続が管理運用法人の利益

に適合すると認められる場合は、この限りでな

い。 

 

  

 (１) 正当な理由なくして契約期間内に履行

を完了しなかったとき又は履行完了の見込

みがないとき 

 

  

(２) 契約の履行につき不正行為があったと

き 

 

  

２ 管理運用法人は、前項の規定により契約を解

除した場合は、解除に先立ち相手方に通知した

場合を除き、遅滞なく相手方に通知するものと

する。 
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現行 変更案 備考・変更趣旨 

（政府調達に関する協定その他の国際約束に

係る物品等又は特定役務の調達手続き） 

第13条 政府調達に関する協定（平成７年条約第

23号）その他の国際約束に係る物品等又は特定

役務の調達手続きについては、別に定めるとこ

ろによる。 

 

  

（会計規程への委任） 

第14条 この章に定めるもののほか、管理運用法

人が行う契約に関して必要な事項は、通則法第

49条の規定による規程で定める。 

 

  

 
 


